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１．業務概要 

１．業務概要 

1-1.業務目的

令和 12 年度末に開業に向けて整備が進む北海道新幹線長万部駅において、住民及

び来訪者の通常時の多目的滞留空間及び災害時緊急避難場所を駅高架下に確保する

ことを検討した「新幹線長万部駅周辺整備調査業務」の検討結果をうけ、令和４年度

からは「新幹線駅デザイン検討委員会」において具体的な構想検討を行っている。 

本業務は、「新幹線長万部駅周辺整備調査業務」の検討結果や「新幹線駅デザイン

検討委員会」の検討状況を踏まえたうえで、上位計画との整合性検証や敷地の立地条

件等の分析評価を行い、対象地区の滞留空間の機能・性格・理念・テーマ等を明確に

し、整備の基本方針及び概略規模の検討、土地利用・動線計画等基本的な事項の設定

を行うものである。 

1-2.業務概要

業務の概要は次に示すとおりである。 
1） 業 務 名 ： 新幹線長万部駅滞留空間整備基本計画業務委託
2） 契約年月日 ： 令和４年 10月 12日
3） 工  期 ： (自)令和４年 10月 13日 

： (至)令和５年 03月 31日 
4） 委 託 者 ： 長万部町役場 新幹線推進課 
5） 受 託 者 ： (株)復建エンジニヤリング 

1-3.業務対象位置

北海道新幹線長万部駅地内(位置図参照) 

1-4.業務内容

本業務における検討項目は下表に示すとおりである。 

表－業務内容項目 

項 目 単位 数量 摘 要 

１.基本計画

1-1.現況把握

1-2.敷地分先

1-3.計画内容の検討及び設定

1-4.基本計画図の作成

1-5.概算工事費の算出

1-6.基本計画説明書の作成

1-7.鳥瞰図及び透視図の作成

式 1 

鳥瞰図・透視図 

２.関係機関協議

2-1.関係機関協議資料作成
式 1 

３.報告書作成 式 １ 

４.打合せ協議 回 ３ 初回･中間･納品 
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１．業務概要 

 
 

1-5.業務フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-業務フロー図 
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１．業務概要 

 
 

 

1-6.業務対象位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－業務対象位置図 

 

 

 

計画対象地 

長万部駅 

計画対象地 
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１．業務概要 

２．業務実施方針 

2-1．計画準備

作業方針を具体化し、作業項目を明記すると共に、業務目的・主旨を把握し、設

計図書に示す業務内容を確認し、業務概要、実施方針、業務工程、組織計画、打合

せ計画等を記載した業務計画書を作成する。  

2-2．基本計画

2-2-1.現状把握

（１）計画条件の把握と整理 

計画対象地に関し、新幹線長万部駅の乗降客動線、駅前広場やその周辺地区の動

線計画及び施設整備計画等を把握し、計画対象地の計画を検討するにあたっての基

本条件の整理を行う。  

（２）上位関連計画や各種関連計画資料の収集と整理 

北海道及び長万部町の上位計画や関連計画及び各種関連計画の資料収集整理を行

い、計画対象地の整備の方向性を把握する。  

（３）現地調査 

現地の状況及び周辺地域の状況把握のため、現地踏査を実施すると共に、基本計

画検討に必要となる、自然環境、自然災害の可能性など地理的条件等の自然的条

件、周辺土地利用・人口、関連公共施設、土地権利関係等の社会的条件、地域の性

格、文化財、景観等の人文的条件について把握する。  

2-2-2.敷地分析

（１）計画対象地と周辺の地形や土地利用との関係整理 

計画対象地の自然的・社会的・人文的条件により滞留空間計画で留意が必要とな

る点、又は自然的・社会的・人文的条件と与条件との間で調整の必要な点などの把

握整理を行う。  

（２）計画対象地の地形・土地利用等の詳細整理 

現状把握により得られたデータから滞留空間検討において考慮すべき項目を分析

し、計画内容や敷地の持つ固有の特性を明らかにし、事業対象地区の特性をまとめ把

握整理する。 

（３）計画上の問題点や課題の整理 

現状把握結果及び敷地分析における地形・土地利用の関係の整理結果を基に、滞留

空間の計画を行うにあたっての問題点抽出及び課題の整理を行う。 
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１．業務概要 

 
 

 

2-2-2.計画内容の検討及び設定 

（１）基本方針の検討と設定 

現況把握及び敷地分析結果を基に滞留空間整備に向けた基本方針を検討し設定を

行う。 

 

（２）ゾーニングの検討と設定 

基本方針に基づいて、滞留空間に必要とされるゾーンを抽出し、ゾーニングの検討

及び設定を行う。 

 

（３）導入施設の検討と設定 

設定したゾーンに導入する施設検討を行う。 

なお、施設検討にあたっては、新幹線駅デザイン検討委員会での検討内容を確認の

うえ行う。 

 

（４）需要圏域・利用者層・利用者数の検討と設定 

滞留広場利用にあたっての需要圏域や利用者及び利用者数について検討を行い、

設定する。 

 

（５）環境の保全と創出に関する検討と設定 

新幹線長万部駅整備計画や駅前広場計画及び長万部のまちづくりにおける環境の

保全方針との整合を図り、滞留空間における設えについて長万部町に豊かな自然と

の共生を念頭に新たな環境創出について検討する。 

 

（４）空間構成の検討と設定 

新幹線長万部駅や駅前広場の空間構成及び長万部のまちづくりとの整合を図ると

共に、オープンスペースから滞留空間を考え、ひとの目線で多彩な空間の質と機能、

連続性を検討する。 

 

（５）整備水準の検討と設定 

新幹線長万部駅及び駅前広場の整備水準及び長万部のまちづくりの方向性との整

合を図り、適切な整備水準について検討する。 

 

（６）維持管理方法の検討設定 

滞留空間整備後における官民協働での維持方法について先進事例を整理し、計画

対象地の維持管理方法を提案する。 
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１．業務概要 

 
 

 

2-2-3.基本計画図の作成 

業務対象地において設定した機能及び施設の配置等を平面図(1/300～1/500)とし

てまとめる。 

 

2-2-4.概算工事費の算出 

基本計画図に基づき、整備に必要な概算の工事費を算出する。 

 

2-2-5.基本計画説明書の作成 

基本計画の内容及び内容設定に至るまでの検討過程についてまとめる。 

 

2-2-6.鳥瞰図及び透視図の作成 

基本設計図に基づき全体を俯瞰できる鳥瞰図と作成すると共に、アイレベルでの

イメージパースを作成する。 

 

2-3．関係機関協議資料作成  

2-3-1.関係機関協議資料作成  

関係機関として、北海道建設部まちづくり局都市計画課及びＪＲ北海道の２つの

期間を想定し、協議用資料・説明資料の作成を行う。 

具体な資料内容は、業務担当員との協議のうえ作成を行う。 

 

2-4．報告書作成 

前述の 2-2.基本計画、2-3.関係機関協議資料作成結果及び業務管理資料などを取

りまとめ、報告書を作成する。 

なお、報告書の構成については、特記仕様書の成果品事項を遵守すると共に、業務

担当職員と協議し決定する。 
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2．基本計画 

２．基本計画 

2-1.現状把握

2-1-1.計画条件の把握と整理

（１）駅周辺地区施設整備の方向性 

「新幹線駅周辺整備計画(H29.3)」における長万部町の目標として、「マチ」と「温

泉」が一体となった魅力ある都市構造の形成を掲げている。 

これまでは、必ずしも密接ではなかった「マチ」と「温泉」を結びつける要として

長万部周辺に拠点形成を図ることで、温泉関連の観光客を商店街へ誘導することや

町民の回遊行動を促進する狙いがある。 

（出典：新幹線駅周辺整備計画（H29.3）） 
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2．基本計画 

 

 

（２）駅舎周辺施設整備イメージ 

   「長万部まちづくりアクションプラン（H30.3）」では、駅舎周辺施設整備イメージ（H29

年度時点）を次図のようにまとめている。 

東口は、まちの駅、タクシープール、バス乗降バース 3 台等を配置予定としてお

り、まちの顔としての機能を想定している。 

西口は、温泉側であることから、歩いて温泉街に行けるように、歩行者ネットワー

クの整備を想定している。 

   また、東口（噴火湾側）駅前広場の面積は約 5,000ｍ²、西口（温泉側）駅前広場は約

1,700ｍ²にて都市計画決定を予定している。 
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2．基本計画 

 

 

図-駅舎周辺施設整備イメージ 

（出典：長万部まちづくりアクションプラン（H30.3））
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2．基本計画 

 

 

 

（３）駅構内動線イメージ 

「新幹線駅周辺整備計画（H29.3）」では、駅構内動線イメージを以下のように想定

している。 

1 階に在来線ホーム、2 階に自由通路やコンコース、3 階に新幹線ホームの配置を

計画している。本計画対象の滞留空間は、西口 1階に相当する。 

 

（出典：新幹線駅周辺整備計画（H29.3））

滞留空間位置  
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2．基本計画 

 

 

 

2-1-2.上位関連計画や各種関連計画資料の収集と整理 

（１）上位計画 

１）北海道総合計画【2021改訂版】 

計画名 

 

北海道総合計画【2021改訂版】 

 

主体 

北海道 

公表年度 

令和 3年 11月 

■計画期間 

平成２８年度～令和７年度 

■目指す姿 

輝きつづける北海道 

■計画の位置づけ 

北海道を取り巻く情勢の変化や課題などをとらえ、長期的な展望に立って、道の

政策の基本的な方向を総合的に示すため、北海道行政基本条例に基づき策定され

ている。 

■地域づくりの基本方向 

 地域づくりについて、基本的な２つの視点「個性と魅力を活かした地域づくり」「様々

な連携で進める地域づくり」のもと、「中核都市」を拠点とする６つのエリアを「連

携地域」に設定している。長万部町を含む地域は「道南連携地域」として、北海道新

幹線の札幌開業を見据えた経済の活性化と雇用の創出に取り組むとしている。 
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2．基本計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：北海道総合計画【2021改訂版】（R3.11）） 
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2．基本計画 

 

 

 

２）都市計画区域の整備・開発及び保全の方針【3.3】 

計画名 

 

都市計画区域の 

整備・開発及び保全の方針 

主体 

北海道 

公表年度 

令和 3年 3月 

■計画期間 

平成３年度～令和１２年度 

■将来像 

『みんなでつくろう「おしゃまんべ」 

～輝くふれあいの郷土、協働・教育のまち～』 

■計画の位置づけ 

この方針では、長万部都市計画区域（以下「本区域」という。）について、将来の

姿を展望しつつ、土地利用、都市施設等の決定方針を令和 12年(2030年)の姿とし

て策定する。 

■基本目標 

・自然と人が織りなす快適なまちづくり 

・ふれあいと優しさが支えるまちづくり 

・個性的で心豊かな人と文化を育むまちづくり 

・創造的で活力ある地域産業のまちづくり 

・安全、安心な暮らしと豊かな環境のまちづくり 

・個性ある地域自治と協働のまちづくり 
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2．基本計画 
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2．基本計画 
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2．基本計画 
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2．基本計画 
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2．基本計画 
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2．基本計画 
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2．基本計画 
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2．基本計画 

 

 

 

３）第四次長万部町まちづくり総合計画 

計画名 

 

第四次長万部町まちづくり総合計画 

 

主体 

長万部町 

公表年度 

令和 3年 3月 

■計画期間 

平成３年度～令和１２年度 

■長万部町の将来像（キャッチフレーズ） 

ひらけ！つながれ！おしゃまんべ！！！ 

―みんなで楽しい未来へ― 

■計画の位置づけ 

北海道新幹線長万部駅の開業を控え、新たな可能性や地域の資源・人材を活かしな

がら、将来にわたって住み続けたい自主・自立したまちづくりを目指し、まちづく

り推進会議などで議論をし、パブリックコメント等を経て、今後 10年間の町政指

針として策定されている。 

■基本目標 

 将来像の実現に向け、新たなまちづくりの６つの基本目標を設定している。 
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2．基本計画 
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2．基本計画 

 

 

■長万部駅の利用促進に向けた検討体制づくり 

 将来像の実現に向け、近隣市町村と連携や交流をする方向性としている。 

 

 

■安心・安全で暮らしやすいまちづくり 

 新幹線開業に向け、交通ネットワークについて包括的な検討を行うこととしている。 

 

 
 

（出典：第四次長万部町まちづくり総合計画（R3.3）） 
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2．基本計画 

 

 

 

４）長万部都市計画マスタープラン 

計画名 

 
長万部都市計画マスタープラン 

主体 

長万部町 

公表年度 

令和 3 年 3 月 
■計画期間 

令和３年度～令和２２年度 

■計画の位置づけ 
 土地の利用や社会情勢の変化に対応し、町の 20 年後の姿を想定し、長期的・総合的な都

市づくりの方針を示すものとして策定されている。 

■まちづくりの方向性 

まちづくりの課題を踏まえ、まちづくりの方向性として次の 3点を設定している。 

 

〇 まちの魅力・回遊性を高めるまちづくりの推進 

まちの魅力・回遊性を高めるまちづくりの推進として、駅前拠点、まちなか回遊軸 

  の形成を図る。 

 〇 地域の活力を高めるまちづくりの推進 

  地域の活力を高めるまちづくりの推進として、駅前にぎわい拠点及び新幹線駅西

口駅前拠点の形成と合わせて、温泉交流拠点の形成を図る。 

 〇 災害に強く持続可能なまちづくりの推進 

  鉄道東側市街地（海側）については、津波災害に対応するため、新幹線駅自由通 

路を西側市街地へ避難通路として活用することや、津波避難ビル等の整備によ

り、安全安心な市街地の形成を図ることを検討する。 
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2．基本計画 

 

 

■将来都市構造 
 「まちの魅力・回遊性を高めるまちづくりの推進」として、駅前にぎわい拠点、駅西新駅

前拠点の整備、まちなか回遊軸の形成を図る。 

 
■防災等の基本方針 
 「長万部町地域防災計画」に基づき、避難場所・避難施設の整備充実を図るとともに、

一時的な避難場所となり防火帯としての役割を果たす公園・緑地の計画的な整備を

推進する。また、拠点となる公園については、災害時における緊急収容避難場所とな

るよう防災公園的な機能の充実を推進する。新たに整備される新幹線駅や東西自由

通路等、駅周辺の都市施設整備にあたっては、防災機能もあわせ持つ整備を検討す

る。 
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2．基本計画 

 

 

■戦略的まちづくり方針 

 北海道新幹線の開業を見据え、駅周辺における重点的な都市整備を推進する。 
東口駅前広場(海側)については、本町通の拡幅整備と一体的な街路事業整備を推進

し、土地区画整理事業の導入を検討するとともに、長万部の玄関口として、地域の特

産品販売や飲食機能、観光情報提供機能を有する広域的な観光交流拠点となる「まち

の駅」や滞留空間を整備し、地域の活性化を図る。 
一方、西口(山側)については、現在一般住宅地となっており、将来の駅にアクセスす

る道路基盤は非常に貧弱な状況である。このため、西口駅前広場(山側)及び中山大通

からのアクセス道路の整備にあたっては、土地区画整理事業の導入を検討するとと

もに、新幹線利用者が滞留できる空間を整備する。 
駅の東西を結ぶ自由通路を整備し、これまで分断されてきた東西市街地間の移動 
の利便性を高め、駅周辺の一体的な開発、整備を推進する。 

 
（出典：長万部都市計画マスタープラン（R3.3）） 
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2．基本計画 

 

 

 

５）長万部まちづくりアクションプラン 

計画名 

 

長万部まちづくりアクションプラン 

 

主体 

長万部まちづくり推進会議 

長万部町 

公表年度 

平成 30年 3月 

■計画期間 

令和３年度～令和１２年度 

■計画の位置づけ 

2030（令和 12）年度末の北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）開業を契機とした

将来の発展を見据え、住民、企業、行政が一体となり、周辺自治体とも連携しな

がら、新幹線開業に向けた準備をスタートさせ、開業効果を最大限に発揮するた

めの様々な取組みを着実に進めていくために、新幹線開業に向けた様々な取組み

の行動指針として提言するもの。 
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2．基本計画 

 

 

■長万部駅の東西を結ぶ自由通路の整備 
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2．基本計画 
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2．基本計画 

 

 

■災害時における駅利用者等の安全を確保する施設や仕組みづくり 
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2．基本計画 

 

 

■高架下空間の有効活用の促進 

 

 

（出典：長万部まちづくりアクションプラン（H30.3）） 
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2．基本計画 

 

 

 

６）長万部町バリアフリーマスタープラン 

計画名 

 

長万部町バリアフリーマスタープラン 

 

主体 

長万部町 

公表年度 

令和 3年 3月 

■計画期間 

平成３年度～令和１２年度 

■長万部町の将来像（キャッチフレーズ） 

拓け！安心、安全、快適がつながる「おしゃまんべ」 

～お互いを支えあい、誰もが安心、安全、快適に移動できるまちづくり～ 

■計画の位置づけ 

旅客施設を中心とした地区や、高齢者、障がい者等が利用する施設が集まった地区

（「移動等円滑化促進地区」）において、面的・一体的なバリアフリー化の方針を

市町村が示すもので、広くバリアフリーについて考え方を共有し、具体の事業計画

であるバリアフリー基本構想の作成に繋げていくことをねらいとしたもの。 

■基本目標・方針 

 将来像の実現に向け、2つの基本目標を設定している。 

 〇 安心、安全、快適がつながる暮らしやすいまちの実現 

  ・主要施設のバリアフリー化の推進 

  ・バリアフリー歩行者ネットワークの形成 

  ・公共交通による移動の充実 

 〇 心を開き、お互いを支え合える心のバリアフリーの推進 

  ・理解を深めるための啓発・広報活動の推進 

  ・行動につながる幅広い教育活動の推進 

■移動等円滑化促進地区等の設定 

 駅西口の駅前広場やアクセス道路も整備計画も未定の状況だが、これらの施設の開

業・整備を念頭におき、計画の進捗に応じて生活関連経路の設定を見直していく。 

 

（出典：長万部町バリアフリーマスタープラン（R3.3））
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2．基本計画 

 

 

 

７）第 2期長万部町創生総合戦略 

計画名 

 

第 2期長万部町創生総合戦略 

主体 

長万部町 

公表年度 

令和 2年 3月 

■計画期間 

平成２年度～令和７年度 

■計画の位置づけ 

様々な状況の変化に的確に対応しながら自立したまちづくりと、これまで以上に地

域の特性を活かした個性あふれ、魅力ある地域を形成していくために、「総合戦

略」で掲げた基本目標や重要業績評価指標（KPI）達成に向けた進捗状況を検証す

るとともに、重点プロジェクト・個別事業について情勢の推移による必要な見直し

を行い、策定するもの。 

■基本戦略 

 将来像の実現に向け、4つの基本戦略を設定している。 

 〇 地域資源と地理的条件を活かした「稼げる」産業基盤と雇用の場づくり 

 〇 新幹線駅を核とした人を惹きつける魅力あふれるまちづくり 

 〇 若者・女性が輝ける、子育て環境に恵まれた住みやすいまちづくり 

 〇 広域的な地域連携が進む安心して暮らせるまちづくり 

■地域の雇用創造を促進する交流人口の拡大 

  

（出典：第 2期長万部町創生総合戦略（R2.3） 
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2．基本計画 

 

 

 

（２）関連計画 

１）都市計画道路決定図書 
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2．基本計画 
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2．基本計画 

 

 

 

２）自由通路都市計画決定資料 

①幅員検討資料 
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2．基本計画 
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2．基本計画 

 

 

 

②自由通路一般図 
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2．基本計画 
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2．基本計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2-34



 

2．基本計画 
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2．基本計画 

 

 

 

３）東口駅前広場検討資料 
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2．基本計画 
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2．基本計画 
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2．基本計画 

 

 

 

４）新幹線長万部駅新設駅前広場基本設計外調査業務(R3.3) 

 

 

 

 

  

2-39



 

2．基本計画 
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2．基本計画 
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2．基本計画 
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2．基本計画 

 

 

 

５）西口駅前広場パース 
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2．基本計画 

 

 

 

2-1-3.現地調査 

   

（１）位置 

長万部町は、下図の通り、北海道渡島半島内浦湾の最深部に位置し、檜山、後志、

胆振地域を境として、八雲町、今金町、島牧村、黒松内町および豊浦町と隣接してい

る。町の範囲は、東西 29.4km、南北 28.4kmにわたり、総面積は 310.76km²である。 

    

図-長万部町位置図 

（出典：長万部 HP） 
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2．基本計画 

 

 

 

（２）交通 

本町は、鉄道においてはＪＲ函館本線と室蘭本線、国道においては国道５号、37 号、

230 号の分岐点となっており、交通の要衝を形成している。 

本町における広域道路網は、平成 9（1997）年に北海道縦貫自動車道長万部 IC、平

成 13（2001）年には国縫 ICが供用開始され、また、檜山管内せたな町と連絡する渡

島半島横断道路（地域高規格道路）が整備、平成 23（2011）年には国縫道路が開通

し、北海道新幹線長万部駅の令和 12（2030）年の開業に向け事業が進められている

など、北海道の交通の重要拠点としての役割が一層高まり、周辺市町村も含めた活性

化への取組が期待される。 

図-駅周辺道路網パターン図 

（出典：新幹線駅周辺整備計画（H29.3）） 
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2．基本計画 

 

 

 

本町の主要幹線ネットワークは、国道 5号・道道長万部公園線、都市計画道路駅前

通となっている。 

一方、町内の都市計画道路網は下図のとおりで、大半の路線が未整備状況である。 

なお、中山大通・本町通は、将来的に新幹線駅と国道 5号、高規格幹線道路長万部

IC とアクセスする重要な路線であり、長万部町では、新幹線未整備時負荷量の将来

推計を行っており、国道 5号より現駅前広場にアクセスする本町通の負荷量は 300～

850 万台キロ/日であり、幹線性が高い都市計画道路になっている。  

以上のことから、新幹線開業に併せた整備が望まれる。 

 

 

 

図-都市計画道路の整備状況 

（出典：長万部都市計画マスタープラン（R3.3）） 
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2．基本計画 

 

 

 

（出典：新幹線駅周辺整備計画（H29.3）） 
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2．基本計画 

 

 

 

（出典：新幹線駅周辺整備計画（H29.3）） 
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2．基本計画 

 

 

 

（出典：新幹線駅周辺整備計画（H29.3）） 

 

 

2-49



 

2．基本計画 

 

 

 

（出典：新幹線駅周辺整備計画（H29.3）） 
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2．基本計画 

 

 

 

 

（出典：新幹線駅周辺整備計画（H29.3）） 
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2．基本計画 

 

 

 

（３）自然条件 

１）地勢 

地勢は、大部分が丘陵部と山地で、平地は内浦湾に沿って帯状に分布し、長万部川、

紋別川、国縫川の各流域に平坦な農耕地が広がっている。 

また、地形条件により、鉄道の東側は、下図のとおり、基準水位※1が高い区域にな

っている。 

※1：基準水位とは、津波浸水想定の浸水深に津波が建物等に衝突した際のせり上がり高さを加

えた水位。 

 

図-津波浸水想定区域 

（出典：長万部都市計画マスタープラン（R3.3）） 

 

２）気候 

気候は、春から夏にかけては南東の季節風の影響を受けて気温は低く、日照時間

も短い。一方で冬は北西の季節風となり積雪量が比較的少なく、北海道としては温

暖な地域となっている。2022 年の月毎の気象情報を下表に示す。 
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2．基本計画 

 

 

 

表-2022年月毎気象情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-長万部町 2022年月毎気象情報 

 

 

 

 

（出典：気象庁 HP） 
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2．基本計画 

 
 

 

（４）人口動向 

人口は、昭和 40(1965)年の 15,349人をピークに減少傾向にある。1世帯当たり人

員は、年々減少傾向にある。 

 

表-人口の推移 

区分 
昭和

60年 

平成

2年 

平成

7年 

平成

12年 

平成

17年 

平成

22年 

平成

27年 

令和

2年 

総人口（人） 10,252 9,127 8,807 8,032 7,003 6,386 5,926 5,109 

世帯数（世帯） 3,617 3,384 3,557 3,423 3,026 2,847 2,685 2,717 

1世帯当たり人員

（人/世帯） 
2.83 2.70 2.48 2.35 2.31 2.24 2.21 1.88 

（出典：国勢調査） 
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2．基本計画 

 
 

（５）年齢階層別人口 

年齢階層別人口は、総人口が減少傾向で推移している状況下で、昭和 55（1980）

年以降、年少人口と生産年齢人口を中心に減少が続いている。また、平成 2

（1990）年には老年人口が年少人口を上回り、少子高齢化の傾向が明確に表れてい

る。今後もこの傾向は継続すると予測され、高齢化の進行に向けた対応が課題とな

っている。 

 

表-年齢階層別人口の推移 

区分 
昭和

60年 

平成

2年 

平成

7年 

平成

12年 

平成

17年 

平成

22年 

平成

27年 

令和

2年 

年少人口 

（0～14 歳） 
2,065 1,472 1,260 964 704 582 507 415 

生産年齢人口 

（15～64歳） 
6,806 6,102 5,586 4,822 3,944 3,572 3,229 2,859 

老年人口 

（65歳以上） 
1,381 1,553 1,961 2,242 2,355 2,232 2,190 2,088 

総人口 

（年齢不詳者を除く） 
10,252 9,127 8,807 8,028 7,003 6,386 5,926 5,109 

（出典：国勢調査） 
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2．基本計画 

 
 

 

（６）産業 

産業別就業者数の推移について、下表の通り、第 1 次産業と第 3 次産業の人口は

減少傾向にある。第 2 次産業は横ばいの傾向にあったが、平成 12(2000)年以降急激

に減少している。 

観光業の一つとして、長万部駅西側に温泉がある。平成 29年時点で７軒が温泉

を利用した宿泊施設として営業中である。しかし、長万部町の宿泊客数及び宿泊客

延数の推移は、減少傾向にある。平成 9年度宿泊客延数は 6.7万人であるのに対

し、平成 27 年度宿泊客延数は 3.0万人に落ち込んでいる。 

この現状から、北海道新幹線の開業に向け、地域資源を活用した高付加価値化、

中心市街の活性化、温泉の魅力向上等の取り組みが必要である。 

 

表-産業別人口の推移 

（出典：国勢調査） 

 

 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000
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（人） 長万部町産業別人口の推移

第1次産業 第2次産業 第3次産業

区分 
昭和

55年 

昭和

60年 

平成

2年 

平成

7年 

平成

12年 

平成

17年 

平成

22年 

平成

27年 

第 1次産業 973 932 875 736 601 565 558 515 

第 2次産業 1,043 998 924 1,101 920 636 582 571 

第 3次産業 3,202 2,900 2,556 2,587 2,322 1,923 1,658 1,516 

分類不能 2 1 0 0 0 0 2 3 

就業者人口 5,220 4,831 4,355 4,424 3,843 3,124 2,800 2,605 
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2．基本計画 

 
 

 

図-長万部町の宿泊客数及び宿泊客延数の推移 

（出典：新幹線駅周辺整備計画（H29.3）） 
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2．基本計画 

 
 

 

 

（出典：第 4次長万部町まちづくり総合計画（R3.3）） 
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2．基本計画 

 
 

 

（出典：新幹線駅周辺整備計画（H29.3）） 
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2．基本計画 

 
 

 

（出典：新幹線駅周辺整備計画（H29.3）） 
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2．基本計画 

2-2.敷地分析

2-2-1.計画対象地と周辺の地形や土地利用との関係整理

計画対象地の自然的・社会的・人文的条件により滞留空間計画で留意する必要があ

ると考えられる事項を下記に示す。 

（１）計画対象地と自然的条件整理 

１）自然災害対策条件

長万部駅周辺地区は噴火湾から長万部駅に向かってなだらかに高くなっており、

長万部駅付近で標高約 4.5m となっているが、本町のハザードマップにおいて、長万

部駅周辺の津波浸水深が３～５ｍと想定されており、滞留空間部分については津波

による被害が想定される。 

一方、新幹線高架下に位置する滞留空間は、災害時の一次避難場所として想定され

ていることから、新幹線駅の整備計画では、津波水深深を考慮して、現地盤より約

3.0m盛土をする計画で進められている。 

（出典：自由通路基本設計・駅前広場等測量業務委託（R4.3）） 

図-滞留空間計画地盤高想定図 

約 3.0m 盛土 

滞留空間 

滞留空間 
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2．基本計画 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典：長万部町防災ハンドブック（R4.3） 

図-津波ハザードマップ 

 

  

長万部駅 
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2．基本計画 

 
 

 

（２）計画対象地と社会的条件整理 

１）持続可能なまちづくり条件 

長万部町人口ビジョン(R3.2 見直し版)で実施されたまちづくりに対する子育て世

代(18～39 歳)アンケ―トおいて、「まちづくりで重要だと思う項目」では、「十分な

雇用機会が確保されるとともに、雇用環境が整備されている」が第３位となっており、

雇用に対する意識の高さがうかがえる。 

この結果から、産業活動の維持・増進に向けて雇用機会改善を図り、子育て世代や

その子供世代にとって住み続けられる持続可能なまちづくりの推進が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：長万部町人口ビジョン 令和元年度見直し版（R2.3）） 

図-まちづくりで重要だと思う項目グラフ 

 

２）交通網整備推進条件 

新幹線長万部駅整備に伴い、本町内及び広域交通ネットワークを構築し、新幹線長

万部駅が長万部町及び周辺地域の交通拠点として機能するために、駅前広場を含む

駅周辺の都市計画道路整備の推進など、町や周辺地域から駅へ・駅からの町や周辺地

域へ交通アクセスの向上を図る必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：長万部都市計画マスタープラン（R3.3）） 

図-都市計画道路の整備状況(再掲載) 
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2．基本計画 

 
 

 

３）土地利用・既存建築物条件 

新幹線の駅舎など高架構造物が建設される現駅舎西側の地域は、一般住宅の建築

敷地が広がった土地利用となっていることから、駅整備及び取付道路整備、駅前広

場の整備にあたっては、住環境の保全に配慮することが必要である。 

また、現駅舎西側地域の建物の建築年代を確認すると、1968 年以前に建築された

築 50年を過ぎた建築物が多い。 

以上の状況から、滞留空間の整備については、駅関連整備と同様に周辺の住環境

に配慮した整備推進が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：都市計画基礎調査 H23) 

図-現況土地利用図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：都市計画基礎調査 H23) 

図-建築年代別建物現況図 

 

 

 

  

現長万部駅 

現長万部駅 

滞留空間予定地 

滞留空間予定地 
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2．基本計画 

 
 

 

４）地域産業との連携条件 

長万部町の代表的な観光スポットである長万部温泉は、昭和 30年２月に町内で

発見されたガスの本格的試堀をしていたところ温泉が噴き出し、自噴を続ける井戸

周辺は野天風呂化し、周辺に売店・食堂・酒場、ついで旅館も開業し、以後自然発

生的に温泉街が形成され、昭和 38年に温泉を有効的に活用することを目的として

長万部温泉協同組合が設立されるなど 60年以上の歴史を持つ温泉地である。 

当該温泉地は、長万部駅から西側に徒歩

で 10分の好立地にあり、平成 29年現在 7

件の宿泊施設が営業を行っているが近年、

温泉利用者の減少が続いている。 

そこで、新幹線長万部駅整備計画では温

泉客の利用増進対策として、西口駅前広場

に温泉利用来訪者のための駐車場を整備す

る方向である。 

また、令和 4年には、北海道新幹線長万部駅舎デザインコンセプトとして「湯け

むり香る噴火湾、人と時代の交差点」が提唱され、市街地に“温泉”がある街とし

てアピールをしている。 

こうした状況から、滞留空間の検討にあたっては、新幹線長万部駅から温泉街へ

の人の流れを作る動線や施設設えを検討していくことが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-長万部温泉と新幹線長万部駅の位置関係図  

長万部温泉 

現長万部駅 
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（出典：新幹線駅周辺整備計画（H29.3）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：北海道新幹線長万部駅舎デザインに関する要望書（R4.3））  
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2．基本計画 

 
 

 

（３）計画対象地と新幹線高架の詳細整理 

本計画対象の滞留空間は、新幹線の高架下に位置することとなり、自由通路検討結

果から下図のとおり、滞留空間の上下スペースは、床から天井の高さが 7.9m、コン

コース下の高さは約 2.4mの空間を確保されている。 

なお、滞留空間は東口駅前広場及び駅舎を自由通路及び２階コンコースで連絡し

ている。また、新幹線駅とも２階コンコースで連絡している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：自由通路基本設計・駅前広場等測量業務委託（R4.3）） 

図-滞留空間構造と西口昇降棟高さ 
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（出典：自由通路基本設計・駅前広場等測量業務委託（R4.3）） 

図-滞留空間構造と自由通路下高さ 

約 2.4m（自由通路下） 
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2．基本計画 

 
 

（出典：自由通路基本設計・駅前広場等測量業務委託（R4.3））
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2．基本計画 

 
 

（出典：自由通路基本設計・駅前広場等測量業務委託（R4.3）） 
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2．基本計画 

 
 

 

2-2-3.計画上の問題点や課題の整理 

  滞留空間の概要や方向性について整理したうえで、「2-2-2. 計画対象地と周辺の地

形や土地利用との詳細整理」を踏まえて計画上の留意点を下記に示す。 

 

（１）滞留空間の位置づけ 

  滞留空間は、有事と平時のどちらも利用できる空間として位置づけられている。 

有事の際は、新幹線駅の構造特性（高架）を活用し、津波発生時の町民や新幹線利用

客の一時避難場所や、新幹線運行停止時の一時収容場所として機能を果たす。 

平時は、来訪者や住民の交流空間となったり、長万部の文化・歴史を発信できたりと、

多様な機能を果たす。 

 

 

 （出典：長万部まちづくりアクションプラン（H30.3）） 

 

 

 

 

 

 

（出典：長万部まちづくりアクションプラン（H30.3）） 
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2．基本計画 

 
 

（出典：長万部まちづくりアクションプラン（H30.3））

2-72



 

2．基本計画 

 
 

 

（２）滞留空間の位置 

本計画対象の滞留空間は、新幹線長万部駅西口に位置している。図に赤枠で示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：長万部町受領資料） 

図-長万部町位置図（R5.3/8時点最新版） 

滞留空間 
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2．基本計画 

 
 

 

（３）滞留空間の面積 

関連資料の「自由通路と駅前広場を結ぶ通路の都市計画決定資料」から滞留空間

の面積は、コンコース下の空間を含まず、地区施設として都市計画決定を予定して

いる西側通路分を含み約 1,500m2となる。 

ただし、滞留空間の導入機能による必要面積が未定であるため、本計画にて滞留

空間に必要な面積を算出する。（「2-3. 計画内容の検討及び設定」を参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：長万部町受領資料） 

図-滞留空間想定床面積 

当初滞留空間面積 

39.125m×38.550m≒1,500m2 

約 1,500m2 
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2．基本計画 

 
 

（出典：長万部町受領資料）  
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2．基本計画 

 
 

 （出典：長万部町受領資料） 
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2．基本計画 

 
 

 

（４）利用者の想定 

利用者は、長万部を訪れる観光客、ビジネス客や地域住民はもちろんのこと、長万

部を起点として他の地域（洞爺や登別等）を訪れる観光客も想定している。長万部町

は、広域エリアの交通拠点として、新幹線長万部駅の拠点性を向上させるための多様

な公共交通サービス（2次交通サービス）やレンタカー事業所の確保を目標としてい

る。 

なお、新幹線長万部駅に利用者は、「新幹線駅周辺整備計画(H29.3)」において、観

光客の乗り継ぎ・通過利用を考慮し、長万部駅利用者＝駅前広場利用者数を算出し１

次駅勢圏のみで２２百人、２次駅勢圏考慮で２９百人と算出されている。 

 

表-新幹線長万部駅乗降客数 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：新幹線駅周辺整備計画(H29.3)) 
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2．基本計画 

 
 

 

（出典：長万部まちづくりアクションプラン（H30.3）） 
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2．基本計画 

 
 

 

（出典：長万部まちづくりアクションプラン（H30.3）） 
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2．基本計画 

 
 

 

（出典：長万部まちづくりアクションプラン（H30.3）） 
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2．基本計画 

 
 

 

（７）住民の要望等 

本計画対象地にも関連する駅舎デザインの検討を、町民や東京理科大学生の意見

を反映させて、検討を進めている。詳細な町民の意見は「2-3.計画内容の検討及び設

定」に示す。 

 

（出典：長万部まちづくりアクションプラン（H30.3）） 
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2．基本計画 

 
 

 

（出典：長万部まちづくりアクションプラン（H30.3）） 
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2．基本計画 

 
 

 
（出典：長万部まちづくりアクションプラン（H30.3）） 
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2．基本計画 

 
 

 

（８）計画上の留意点 

計画上留意する必要がある事項について、「2-2-2. 計画対象地と周辺の地形や土

地利用との詳細整理」で整理した 4項目について下記に示す。 

 

① 計画対象地と自然的条件の留意点 

上述の通り、有事の際に一時避難場所として利用されることから、滞留空間内に

防災本部、防災倉庫やトイレ等を導入する必要がある。 

 

② 計画対象地と人口動向の留意点 

上述の通り、子育て世代（18～39 歳）の町民を中心に、まちづくりにおいて雇用

機会の確保を重要視していることから、滞留空間内に町民が働くことができる施設

を導入する必要がある。 

 

③ 計画対象地と温泉街の留意点 

上述の通り、長万部町は、新幹線長万部駅西口から歩いてすぐに“温泉”がある

街として押し出していきたいと考えており、滞留空間内に“温泉”を感じさせる施

設を導入する必要がある。ただし、新幹線長万部駅東口への導入施設を考慮しなが

ら、今後検討を進める必要がある。 

 

④ 計画対象地と高架の留意点 

上述の通り、滞留空間の床から天井の高さやコンコース下の高さを考慮した施設

を導入する必要がある。また、今後の詳細検討の際は、高架下に関する基準等にも

留意して検討を進める必要がある。 
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第２章 基本計画 

2-3.計画内容の検討及び設定

2-3-1.基本方針の検討と設定

１）既存計画における計画コンセプト

○新幹線駅周辺整備計画(平成 29年 3月)

長万部町における都市施設整備の基本方針はまちづくり実行計画において、新幹

線長万部駅は「広域の乗り換え・玄関口（ハブ）としての機能強化」として「長万

部の豊かな自然資源と新しい技術を活かした持続可能なまちづくり」のまちづくり

ビジョンの基本目標③として掲げられている。 
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第２章 基本計画 

 
 

 

○長万部まちづくり推進会議(令和３年度) 

 北海道新幹線の開業を見据え、新幹線を核としたまちづくり、地方創生及び関

連計画の推進について、官民が一体となって検討・協議するため、平成 28年度か

ら、「長万部まちづくり推進会議」が設置され、令和 3年度からは、同会議に７名

の北海道立長万部高校の生徒を含む「新幹線駅デザイン検討委員会」が設置され。 

デザイン検討委員会において令和 4年 1月 31日に「長万部駅舎のデザインコン

セプト」が決定し、高校生委員らから長万部町長へ答申が行われた。 

 

 

 

 

 

 

また、新幹線駅デザイン検討委員会より令和 4年 1月 31日に答申されたコンセ

プト案に基づき町が要望書として、コンセプトに附帯意見として、下記の３つのテ

ーマとその附帯意見をまとめ、3月 2日に鉄道・運輸機構へ提出されている。 

 

●テーマ１：「汽笛が響く日だまりの温泉駅」 

●テーマ２：「開放感あふれる次世代に繋がる駅」 

●テーマ 3：「みんなまんべでぽっかぽか、緑いっぱい北の温泉駅」 

 

  

デザインコンセプト 

湯けむり香る噴火湾、人と時代の交差点 
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■北海道新幹線長万部駅舎デザインに関する要望書内容(令和４年３月) 
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第２章 基本計画 

 
 

 

２）基本方針の検討 

新幹線駅周辺整備計画(平成 29年 3月)における「まちづくりビジョン」や新幹

線長万部駅の「北海道新幹線長万部駅舎デザインに関する提言書」(令和 4年 1月

31日)などから、新幹線長万部駅の整備の方向性として、「歴史文化」・「交流」・「結

節拠点」・「持続可能性(ＳＤＧｓ)」のキーワードが、提言書の附帯意見から「自

然」・「多様性」・「解放的」・「先端技術」・「グローバル」のキーワードが挙げられ

る。 

本計画における滞留空間についても、新幹線長万部駅の整備の方向性は共に共有

すべきものとして考え、抽出されたキーワードの意味合いから『地域』と『これか

らの社会』と『技術・機能』の３つのグループに分類し、それと「交流」のキーワ

ードを組み合わせ、滞留空間は 

 

～地域の豊かな資源を活かし、これからの社会に対応できるよう、 

先進技術を活用した、みんなに開放された交流の場～ 

 

を基本方針に位置づけるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-滞留空間の基本方針概念図 

 

 

 

  

地  域 

これからの社会 技術・機能 

長万部駅 

歴史 

文化 

SDGｓ 

自然 

多様性 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ 

先端 

技術 

交流 

結節 

拠点 

開放的 
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2-3-2.ゾーニングの検討と設定 

（１）導入機能の区分 

鉄道駅や道の駅などはじめとした拠点において、人が滞留する空間などに必要と

される基本機能は、一般的に下図のように「交通結節機能」・「情報サービス機

能」・「交流機能」・「広場機能」・「地域振興機能」・「防災機能」の６つに区分するこ

とができる。 

本計画においては、新幹線長万部駅滞留空間については、この６つの機能を基に

導入機能の区分として導入機能・施設について検討を行うものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-滞留空間必要基本機能図 

 

 

それぞれの６つの機能については、次頁に各々の導入機能の役割内容を示す。 

 

  

滞
留
空
間
必
要
基
本
機
能 

交通結節機能 

情報サービス機能 

交流機能 

広場機能 

地域振興機能 

防災機能 
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図-導入基本機能の役割内容  
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（２）導入施設ゾーンの検討 

導入施設ゾーンを「滞留空間」内に配置する場合、導入施設の機能面から勘案し

た、下記の３つの施設区分を設定する。 

 

①単独スペース(ゾーン)に配置する施設 

②ひとつのスペース(ゾーン)内に配置する施設 

③「滞留空間」全域に配置する施設 

 

ここでは、①から③の３つの施設区分及び新幹線駅デザイン検討委員会おける検

討結果及びゾーンの役割内容を基にして、「学習・仕事ゾーン」・「文化ゾーン」・

「交流ゾーン」・「プレイゾーン」・「物販ゾーン」・「防災ゾーン」の６つのゾーンを

設定した。 

設定したゾーンごとに施設区分との連携体系を下記に示す。 

なお、③「滞留空間」の全てのゾーンに影響する配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-施設区分とゾーンの連携図 

なお、ゾーンの機能上、「学習・仕事ゾーン」と「プレイゾーン」の隣接は極力

避けるものとす。 

上記の施設区分とゾーンの連携を基に、各ゾーンの位置付け及び概要について、

次頁に整理を行う。  

① 
 

単独スペースに配置する施設 

② 
ひとつのスペース内に 

配置する施設 

③ 
「滞留空間」全域に配置する

施設 

学習・仕事ゾーン 

文化ゾーン 

交流ゾーン 

プレイゾーン 

物販ゾーン 

防災ゾーン 

全ゾーン 
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図-配置方針とゾーニングの体系  
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（３）ゾーンの配置検討 

○ゾーンの比較検討 

前章で抽出した導入施設の内容及について、設定したゾーン規模を基に「滞留空間」にゾーン配置の検討を行う。 

検討に際して、「①-コンコース通路下利用可能ゾーンを考慮した案」・「②-「交流ゾーン」との連携を考慮した案」・「③-各ゾーンの開放性(窓の有無)を考慮した案」の 3案について比較検討を下表のとおり行

った。その結果、「②-「交流ゾーン」との連携を考慮した案」が最も優位であると判断した。 

ゾーニング比較検討表 

案 ①コンコース通路下利用可能ゾーンを考慮した案 ②「交流ゾーン」との連携を考慮した案 ③各ゾーンの開放性(窓の有無)を考慮した案 

ゾーン配置

と動線計画 

   

概要 

・「防災ゾーン」をコンコース通路及び階段下に集積。 

・コンコース通路下の利用ゾーンに、高さへの配慮が必要ないゾー

ンを配置。 

・「防災ゾーン」をコンコース通路及び階段下に集積。 

・各ゾーンが「交流ゾーン」に接し、ゾーン間の移動連携が容易。 

・「学習・仕事ゾーン」が解放的で静粛性を確保。 

・歩行者動線が単純なゾーニング。 

・各ゾーンが「交流ゾーン」に接し、ゾーン間の移動連携が容易。 

・各ゾーンに「窓」が確保。 

長所 

・高さを必要としない施設をコンコース通路下に集約できる。 

・「プレイゾーン」が利用し易い形状となる。 

・「交流ゾーン」が利用し易い形状となる。 

・滞留空間内の歩行者動線が明確で短い。 

・「交流ゾーン」の形状が３案中最も利用し易い形状。 

・「学習・仕事ゾーン」が解放的で静粛性が確保できる。。 

・「プレイゾーン」が利用し易い形状となる。 

・「学習・仕事ゾーン」の静粛性が確保できる。 

留意点 

・各ゾーンが「交流ゾーン」に接していない。 

・「学習・仕事ゾーン」と「プレイゾーン」が隣接しており、「学習・

仕事ゾーン」の静粛性が確保できない。 

・「交流ソーン」の必要面積が確保できない。 

・滞留空間の歩行者動線が②より輻輳している。 

・「学習・仕事ゾーン」に解放感が無い。判りにくい位置。 

・「プレイゾーン」の一部がコンコース通路下にあり、利用上施設導

入において制約を受ける可能性がある。 

・「物販ゾーン」が２箇所に分かれている。 

・滞留空間の歩行者動線が 3 案中最も輻輳し長い。 

・「交流広場」の形状が歪で使い勝手が悪い。 

・「学習・仕事ゾーン」の解放感が無い。判りにくい位置。 

・「トイレ」の位置が判りにくい。 

評価 

・各ゾーンが比較的成形。 

・各ゾーンの形状が比較的成形されており、利活用が容易。 

・歩行者動線が②案より劣る。 

・各ゾーンが「交流ゾーン」に接し、「交流ゾーン」を中心とした「滞

留空間」を形成。 

・各ゾーンの形状が比較的成形されており、利活用が容易。 

・歩行者動線が単純で、利便性が高い。 

・「交流ゾーン」の形状が歪で、当該ゾーン内で利用を想定している

導入施設の導入が困難な施設が発生する可能性がある。 

・歩行者動線が輻輳し、利用者の利便性が損なわれる可能性が高い。 

○ ◎ △ 
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2-3-3.導入施設の検討と設定 

（１）既往計画等の把握 

１）新幹線を核としたまちづくり実行計画(H27) 

長万部駅東口駅前広場及び駅舎部分は、下表のとおり「情報機能」・「交流機

能」・「広域交通結節機能」・「防災機能」を導入することが検討され、「主たる導入

施設」が設定されている。 

また、中心市街地部においても「地域振興機能」・「癒し・休養機能」・「防災機

能」の導入が検討され、「主たる導入施設」が設定されている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

したがって、滞留空間では、東口駅前広場や駅舎及び中心市街地において導入さ

れる施設との重複を避けて導入施設の検討を行うものである。 
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２）新幹線駅デザイン検討委員会(令和４年度) 

令和４年度には、年度中に委員会が３回開催予定しており、委員会は、北海道立

長万部高校生徒を中心に 4つのグループで滞留空間活用方法の検討を、ワークショ

ップ形式を用いて行うものである。 

現在、令和４年９月 15日と令和５年１月 24日の２回が開催され、「滞留空間」

の施設検討を行い、「滞留空間案 A・B」を取りまとめている。 

この取りまとめは、今後の滞留空間検討に反映を図る。 

 

表-新幹線駅デザイン検討委員会検討結果表 

 第１回委員会(R4.9.15) 第２回委員会(R5.1.20) 

Ａ 
ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ 

・町民の憩いの場や学生の溜まり場、
旅人が休めるイメージ 

・鉄道マニアや学生が集まってくる
ような場所 

・皆が使いやすい人が集まる場、町民
利用 

・ｽﾄﾘｰﾄﾋﾟｱﾉ、産物、温泉、畳ｽﾍﾟｰｽ、、
ﾎﾞﾙﾀﾞﾘﾝｸﾞ 

Ｂ 
ｸﾞﾙｰﾌ 

・自由に休憩できるスペース（フリー
WiFi 、イス、テーブル） 

・VR を使用し、列車や動輪が動いて
いる映像 

・無人のコンビニの設置 
・展示コーナーの設置（鉄道、歴史） 
・イベントができるスペースの整備 

・フリーWiFi 
・ｲﾝｽﾀ映え 
・飲食、駅弁(椅子・ﾃｰﾌﾞﾙ) 
・毛ガニ 
・勉強ｽﾍﾟｰｽ(椅子・ﾃｰﾌﾞﾙ) 
・待ち合せ場所ﾓﾆｭﾒﾝﾄ 

Ｃ 
ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ 

・町民が主に利用する施設 
・新幹線駅内に「長万部の音」 
・足湯、手湯を西口側の屋外に設置 
・子どもが遊べるスペース（ミニ新幹

線の設置）やワークスペースの整備 
・周辺の自治体の PR コーナー設置 

・小さなｺﾝﾋﾞﾆ(町の商業への影響配
慮) 

・ｶﾆ･ﾎﾀﾃ及びｱｲﾇ文様のｻｲﾝ・暖簾 
・温泉、地元食材 
・ﾊﾞｲﾄ可能店舗(ｶﾌｪ) 
・ｷｯﾁﾝｶｰ、SL ﾓﾆｭﾒﾝﾄ 
・防災施設 

Ｄ 
ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ 

・観光客をメインではなく、地元利用
が一番 

・子どもが遊べるスペース整備（クラ
イミング、ボールプール（ブナの
木）） 

・ホタテ型のベンチ設置 
・お土産コーナー設置（周辺自治体特

産品含む） 
・待ち合わせ場所のモニュメント設

置（ホタテ等を絡めたもの） 
・長万部の PR コーナー設置（風景や

歴史） 

・目的別企画(鉄道の歴史) 
・心休まる空間(休憩・勉強・足湯・
飲食) 

・カニ飯自販機 
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図-新幹線駅デザイン検討委員会検討  
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（２）導入施設の検討 

１）導入施設の抽出検討 

「導入機能の区分」及び「既往計画等の把握」を基に、長万部駅の「滞留空間」

に導入する施設について抽出検討を行った結果、各基本機能ごとにその役割内容の

機能を下図のように特定した。 

その役割内容を基に、施設及び施設内容について導入機能別に導入機能抽出を行

った結果は次頁のとおり整理される。 

なお、「交通結節機能」及び「情報サービス機能」は、東西駅前広場及び駅舎に

おいて既に検討されていることから、本計画における滞留空間での導入から除外す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-各機能の役割内容 

 

 

  

滞
留
空
間
必
要
基
本
機
能 

交通結節機能 

情報サービス機能 

交流機能 

広場機能 

地域振興機能 

防災機能 

交通モード結節機能 

観光･歴史等の情報発信機能 
行政サービス・情報提供機能 

交流ウエルカム空間機能 
子育て支援機能･学習機能 

コミュニティ機能 

健康増進機能 
イベント空間機能 

歴史･産物展示機能 
地元産品の物販･飲食機能 

津波災害一次避難地機能 
災害時対策拠点機能 

物資貯蔵･修正拠点機能 
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図-導入施設の抽出検討  
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■第１回新幹線駅デザイン検討委員会(令和４年 9月 15日) 

第１回新幹線駅デザイン検討委員会における、ワークショップ検討結果の概要を

下記に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

A グループ 
・滞留空間は、町民の憩いの場や学生の溜まり場、旅人が休めるところというイメ

ージ 
・鉄道マニアや学生が集まってくるような場所 

B グループ 
・自由に休憩できるスペース（フリーWiFi ､イス､テーブル） 
・VR 使用し列車や動輪が動いている映像を流す 
・無人のコンビニの設置 
・展示コーナーの設置（鉄道、歴史） 
・イベントができるスペースの整備 
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D グループ 
・観光客をメインとするのではなく、地元の方の利用を一番に考えたい 
・子どもが遊べるスペース整備（クライミング、ボールプール（ブナの木）） 
・ホタテ型のベンチ設置 
・お土産コーナー設置（周辺自治体の特産品も含む） 
・待ち合わせ場所としてのモニュメントの設置（ホタテ等を絡めたもの） 
・長万部の PR コーナー設置（風景や歴史） 

C グループ 
・町民が主に利用する施設と考えたい 
・新幹線駅内に「長万部の音」を流す 
・足湯、手湯を西口側の屋外に設置 
・子どもが遊べるスペース（ミニ新幹線の設置）やワークスペースの整備 
・周辺の自治体の PR コーナー設置 
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■第２回新幹線駅デザイン検討委員会資料(令和５年 1月 24日) 

第２回新幹線駅デザイン検討委員会ワークショップ発表資料を下記に示す。 
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2-115



 

第２章 基本計画 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

2-116



 

第２章 基本計画 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

2-117



 

第２章 基本計画 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2-118



 

第２章 基本計画 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2-119



 

第２章 基本計画 
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□班別発表資料 
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2-3-4.需要圏域・利用者層・利用者数の検討と設定 

（１）需要圏域 

滞留空間を整備した場合、当該施設を利用する人の需要圏域については、通常時

と災害時について下記の取り想定を行う。 

 

１）通常時 

通常時、滞留空間を利用する人としては、新幹線使用者及び長万部町民を想定す

る。 

その需要圏域については、下表の内容を想定する。 

 

表-通常時需要圏域一覧表 

利用者 需要圏域 備考 

新幹線利用者 
・北海新幹線利用者を想定、直通で東京から札幌ま

でを圏域と想定する。 
新幹線を対象 

長万部町内 
・新たな滞留空間として施設充実が図られること

から、町内全域を圏域と想定する。 
 

 

2）災害時 

災害時、滞留空間は一次避難地の役割を担うことから、当該空間を利用する人

は、新幹線使用者及び長万部町民を想定する。 

なお、災害時の需要圏域は圏域ではなく、避難想定人員にて標記する。 

 

表-災害時需要圏域一覧表 

利用者 需要圏域 備考 

新幹線利用者 ・新幹線乗車客のうち帰宅困難者  

長万部町駅周

辺地区 
・災害時に収容可能人員にて設定。 

・近郊に町役場があり、

機能分担を図る。 

 

（２）利用者層 

滞留空間の利用者層については、設定したゾーンの内容から、全ての世代の利用

を対象とする。 
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（３）利用規模の検討と設定 

１）学習・仕事ゾーン規模の設定 

学習・仕事ゾーンの規模につい

ては、ＪＲ東日本のＪＲ上越線の

後閑（ごかん）駅において、2021

年 4月 20日にオープンした、学習

室(定員：20 名、規模：70㎡、原

単位 3.5 ㎡/人)を参考として、30

名収容を想定し、必要面積を 100

㎡と設定する。 

 

２）文化ゾーンの設定 

長万部町は、かつて鉄道の町として栄えていたことやアイヌ語が由来の地名であ

る長万部町は、古くからアイヌ文化との関わりが深い町である。 

こうした歴史を持つ本町の文化の歴史・文化の情報発信基地として、鉄道村やア

イヌ資料の文化的展示物を交流空間において展示を行う。 

展示規模は、長万部町民センターの鉄道村と同程度の規模を想定し、約 150㎡と

設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）交流ゾーンの必要規模算定 

①滞留空間２階通路(コンコースと自由通路を結ぶ通路)利用者数の算定 

新幹線長万部駅の将来利用者は、「新幹線駅周辺整備計画(H29.3 長万部町)」の

検討結果から、２次駅勢圏考慮で約 2,900 人と算定されている。 

また、同報告書の自由通路検討において、ピーク時に自由通路を利用する人の割

合(ピーク率)が 18％と算定されている。 

 

 

 

(出典：長万部町 HP) 
図-鉄道村 

(出典：長万部町 HP) 
図-アイヌ資料 

(出典：2021.4.18 付け東京新聞抜粋) 

図-学習ゾーンイメージ 
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(出典：新幹線駅周辺整備計画(H29.3 長万部町)) 

 

 

 

 

 

(新幹線駅周辺整備計画(H29.3 長万部町)抜粋) 

 

したがって、ピーク時に滞留空間２階通路(コンコースと自由通路を結ぶ通路部)

を通る駅利用者は約 522人/ｈと算定される。 

 

ピーク時滞留空間２階通路通行者＝新幹線長万部駅の将来利用者×ピーク率 

＝2,900 人/日×18％＝522人/h 

 

②通路利用者の滞留空間立ち寄り者数の算定 

滞留空間において、ストリートピアノ演奏

等のイベント等が開催された際に滞留空間へ

の寄る立ち寄り率は、「まちづくりのコツあ

ります(H29.6国土交通省)」における広場周

辺の店舗立ち寄り率を適用して約 30％(長時

間立ち寄りの場合)と設定する。 

 

 

 

以上の状況から、滞留空間立ち寄り者数は、ピーク時に滞留空間２階通路通行者

に立ち寄り率を乗じた約 160人/ｈと算定される。 

 

滞留空間立ち寄り者数＝ピーク時滞留空間２階通路通行者×立ち入り率 

＝522 人/h×30％≒160 人/h 

 

  

図-広場周辺の店舗立ち寄り率 
(出典：まちづくりのコツあります 

(H29.6 国土交通省) 
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③滞留空間単位平米原単位の設定 

滞留空間における催事開催時の単位平米当りの原単位は、日本大学理工学部土木

工学科特任教授(一財)計量計画研究所代表理事(公財)都市づくりパブリックデザイ

ンセンター理事長岸井隆幸の資料から４～12㎡/人と推計されている。 

本検討では、このうち最も人が密集した状態(※幹線対策基準原単位)の 4㎡/人

を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

(長岸井隆幸氏資料抜粋) 

④滞留空間の必要規模の算定 

上記の検討結果を基に、滞留空間の必要規模は滞留空間立ち寄り者数に単位平米

当り辺単位を乗じた 640㎡/ｈとなる。 

したがって、交流ゾーンの必要規模は約 640㎡と設定する。 

 

滞留空間必要面積＝滞留空間立ち寄り者数×滞留空間単位平米原単位 

＝160 人/h×4 ㎡/人≒640㎡/h 

 

なお、イベント開催時には、駅利用者の長時間立ち寄りや周辺住民の参加も想定

されることを考慮する必要があり、ここで算出した結果は最小値と想定する。 

また、イベント等を開催していない時の滞留空間の利用者数は、前述の単位平米

原単位の 12 ㎡/人を適用し、約 53人/ｈとする。 

 

４）プレイゾーンの必要規模算定 

子どもから高齢者まで、誰もが集い・

交流し、運動が行える施設として、いわ

き市の商業施設「いわき・ら・ら・ミ

ュ」内に整備された、屋内型運動施設

「わんぱくひろばみゅうみゅう」程度の

規模として約 500 ㎡と設定する。 

 

 

 

 
(出典：福島県 HP) 

図-プレイゾーンイメージ 
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(出典：富谷市児童屋内遊戯施設整備基本方針報告書(R3.6)) 
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５）物販ゾーンの必要規模算定 

①物販 

物販ゾーンに配置する施設のうち、お

土産物や産物を取り扱う「小さなコンビ

ニ」については「ローソン出店ガイドラ

イン」を基に、「病院施設内、工場内、

オフィスビル内、商業ビルなど」の狭隘

スペースに出店する場合の必要規模か

ら、約 100㎡(30 坪)と設定する。 

 

②飲食 

飲食については、飲食は交流ゾーンで行うフードコート形式とし、整備は厨房を

２店舗として一店舗当たり 100㎡を想定し、約 200㎡を設定する。 

 

６）防災ゾーン 

防災ゾーンの施設としては、防災本

部、備蓄倉庫(発電機保管)及びトイレ

を想定している。 

 

①防災本部 

防災本部の規模算出については、右

図の「総務省地方債庁舎算定基準(人口

５万人以下)」を基に、180 ㎡と設定す

る。 

 

②備蓄倉庫 

備蓄倉庫の規模については、下記内

閣府下記の基準である人口１万人当た

り約 62 ㎡を基に、長万部町の人口規模

を勘案し、30㎡と設定する。 

 

 

 

 

 

  

(出典：ローソン HP 公開資料) 

(出典：総務省資料抜粋) 

(出典：内閣府資料抜粋) 
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③トイレ 

○トイレ利用者数の算定 

滞留空間におけるトイレの利用者数の算定については、滞留空間の利用が公園の

利用と類似していると想定し、「大規模公園費用対効果分析手法マニュアル」にお

ける「公園施設規模から魅力に変換するための原単位」及び上記算定結果を用いて

行うが、導入施設ゾーンのうち「物販ゾーン」及び「防災ゾーン」については、ト

イレ利用者数が少ないかいないことから算定対象から除外する。 

その結果、滞留空間の利用者数は、1,456 人/日と算定される。 

なお、災害時等の緊急避難時における滞留空間避難者数を対象としたトイレ規模

算定にあたっては、 過大規模となることか対処から除外するものである。 

 

表-滞留空間日利用者数算定表 

ゾーン 
規模 
(㎡) 

算      式 日利用者数 適   用 

学習・仕事 
ゾーン 

100 30(人)×3 ｻｲｸﾙ/日) 90 人/日 
定員 30 名 
1 日 3 ｻｲｸﾙ(想定) 

文化 
ゾーン 

150 150(㎡)÷3.2(㎡/人)×4(ｻｲｸﾙ/日) 188 人/日 
ﾏﾆｭｱﾙ「美術館」 
1 日 4 ｻｲｸﾙ 

交流 
ゾーン 

640 2,900(人/日)×0.3(％) 870 人/日 
駅利用 2,900 人/日 

立ち寄り率 30％ 

プレイ 
ゾーン 

500 500(㎡)÷13(㎡/人)×8(ｻｲｸﾙ/日)  308 人/日 
ﾏﾆｭｱﾙ「ｱﾆｭｰｽﾞﾒﾝﾄ」
2ｈ1 ｻｲｸﾙ(16ｈ-8) 

計   1,456 人/日  

 

○トイレ穴数の算定 

トイレの必要穴数の算定は、「自然公園等施設技術指針(H26.7)」おける「トイレ

穴数の同時使用率（原単位）」の 1.25％を用いて算定を行う。 

同時利用者数として上記と同様の 1,456 人に対する必要トイレ穴数は 18穴とな

る。 

トイレ穴数＝滞留空間日利用者数×トイレ同時使用率 

＝1,456(人/日)×1.25(％)≒18(穴)  

 

また、単位規模からみたトイレの必要面積は、トイレの単位規模 3.3㎡/穴を穴

数に乗じ約 60㎡と算定された。 

公衆便所 ＝ 最大時滞留者数 × 便所利用率 × 単位規模 

＝1,456(人/日)  × 0.0125  ×3.3(㎡/穴)≒60(㎡) 

 

なお、算定結果については、車椅子用トイレブースなどが含まれていないため、

その規模を考慮し、必要なトイレ面積は概ね 70㎡と想定した。 
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(出典：自然公園等施設技術指針(H26.7)) 
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(出典：国土交通省) 
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○参考資料 
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７）導入施設ゾーン必要規模の検討 

本計画における「滞留空間」において、「導入施設ゾーンの検討」で設定した各

ゾーンの規模について、トイレの規模算定に用いた日利用者数は 1,456 人/日とと

なる。(再記載) 

また、「2-3-2.滞留空間導入施設の規模検討」において検討を行った各ゾーン規

模を合計すると、下表のとおり、約 2,000㎡と算定された。 

したがって、本計画における滞留空間については、当初計画において地区施設と

して都市計画決定を予定している通路部分を含め 1,500㎡であったが、本検討にお

いて、導入する施設の規模から、約 2,000 ㎡の規模が必要との結果となった。 

 

表-滞留空間日利用者数算定表(先記載) 

ゾーン 
規模 
(㎡) 

算      式 日利用者数 適   用 

学習・仕事ゾーン 100 30(人)×3 ｻｲｸﾙ/日) 90 人/日 
定員 30 名、1 日 3 ｻｲｸ
ﾙ(想定) 

文化ゾーン 150 
150(㎡)÷3.2(㎡/人)×
4(ｻｲｸﾙ/日) 

188 人/日 
ﾏﾆｭｱﾙ「美術館」、1 日
4 ｻｲｸﾙ 

交流ゾーン 640 2,900(人/日)×0.3(％) 870 人/日 
駅利用 2,900 人/日 

立ち寄り率 30％ 

プレイゾーン 500 
500(㎡)÷13(㎡/人)×
8(ｻｲｸﾙ/日)  

308 人/日 
ﾏﾆｭｱﾙ「ｱﾆｭｽﾞﾒﾝﾄ」 
2ｈ1 ｻｲｸﾙ(16ｈ-8) 

計   1,456 人/日  
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図-ゾーン別の必要規模算定結果  
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８）災害時の一次避難地機能検討 

①収容可能人員の算定条件の整理 

滞留空間を災害時の一次避難地としての機能を持たせた場合、避難場所として利

用可能なゾーンを「学習ゾーン」・「交流ゾーン」・「プレイゾーン」として設定すると、

対象ゾーンにおける収容可能面積は 1,240 ㎡となる。 

また、収容可能人員をするにあたっての一人当たりの専有面積の算定原単位は、下

記３パターンを設定する 

 

【算定原単位】 

・1.65 ㎡：中央防災会議の防災対策実行会議（2018 年年 3 月）「洪水・高潮氾濫

からの大規模・広域避難検討ワーキンググループ」検討資料より。畳

約 1 畳分に相当。 

・3.30 ㎡：畳約 2 畳分に相当。（参考：スフィアハンドブックの最低基準：3.5 ㎡） 

・7.70 ㎡：約半径 1.5 メートル以内に他の人が入らない広さとして仮定 

 

②収容可能人員の算定 

収容可能人員の算定は、収容可能面積と算定原単位(一人当たりの専有面積)を用

いて、下記式により算定する。 

 

収容可能面積÷算定原単位 

 

よって、収容可能人員は、選定原単位が 1.65㎡/人の場合約 750人、3.30㎡/人の

場合約 370 人、7.70 ㎡/人の場合約 160 人と算定された。、 

 

表-収容可能人員算定表 

パターン 
原単位 

（㎡/人） 
算定概要 収容可能人員 

パターン① 1.65 
収容可能面積÷算定原単位 

1,240(㎡)÷1.65(㎡/人) 
約 750 人 

パターン② 3.30 
収容可能面積÷算定原単位 

1,240(㎡)÷3.30(㎡/人) 
約 370 人 

パターン③ 7.70 
収容可能面積÷算定原単位 

1,240(㎡)÷7.70(㎡/人) 
約 160 人 
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2-3-5.アクセスや動線の検討と設定 

（１）通常時の動線計画 

通常時における滞留空間への

アクセスや動線は、下記の２ル

ート及び新幹線駅からのアクセ

ス及び動線が想定される。 

 

①東口駅前広場→自由通路→コ

ンコース→滞留空間 

②西口駅前広場→滞留空間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）災害時の動線計画 

津波を想定した災害時には、

下記のとおり、通常時のアクセ

ス動線の他、南北から地上階で

直接滞留空間に入ることができ

るアクセス動線を整備し、迅速

な避難活動を実施する必要があ

る。 

したがって、滞留空間の整備

にあたっては、災害時の出入り

口を想定した計画を検討する必

要がある。 

 

①東口駅前広場→自由通路→コ

ンコース→滞留空間 

②西口駅前広場→滞留空間 

③駅西側→滞留空間 

④東側軌道敷→滞留空間  

西口駅前広場 

東口駅前広場 

図-通常時アクセス動線図 

① 
② 

西口駅前広場 

東口駅前広場 

図-災害時アクセス動線図 

① 
② 

③ 

④ 
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2-3-6.環境の保全と創出に関する検討と設定 

（１）長万部町の環境保全について 

環境の保全・創出については、「第４次長万部町まちづくり総合計画(R3.3)」に

おいて、以下のように提唱されている。 

・長万部町は、周囲が緑豊かな森林に囲まれ、内浦湾に面した海岸は、豊津から

静狩まで砂浜が続いています。また、湿原植物やブナ原生林など貴重な自然景

観が見られ、中でも静狩湿原は貴重な動植物が生息する場として残されてお

り、今後一層の保全が必要です。 

・河川の水質管理などを進め、噴火湾や写万部岳、静狩湿原など貴重な自然資源

に恵まれた地域の環境の保全を推進します。 

・漁業地域は、つくり・育てる資源管理型漁業の一層の展開を目指し、老朽化し

た漁港の機能強化を促進するとともに、海岸の環境保全に努めます 

 

（２）新幹線長万部駅周辺の環境保全について 

新幹線長万部駅周辺地区に関する環境の保全・創出については、「第４次長万部

町まちづくり総合計画(R3.3)」において、「新幹線の開業により大きく変貌するこ

とが予想される駅周辺地域についてまちの顔として地域の景観に調和した景観づく

りを進めるほか、海岸への眺望を活かしたまちづくりについて検討します。」と提

唱され、下記の方針が設定されている。 

自然景観の保全と創造 

・駅周辺や本町通の総合的な景観形成を進めるため、住民・事業者と協働によ

るルールづくりを検討します。 

景観に配慮した街づくりを推進 

・無秩序な屋外広告物などの抑制を行うとともに、景観に配慮した屋外広告物

の掲出を促すルールづくりを検討します。 

・住宅地・道路の緑化の推進、沿道の花壇等の整備など、町民と行政の協働に

よる景観づくりを進めます。 

・適切な管理が行われていない空き家等に指導・助言を行い、空き家等対策に

努めます。 

・景観に適した建物や看板デザインの誘導など、個性的で美しい街並み景観の

形成を図ります。 

 

（３）滞留空間の環境保全について 

長万部町及び新幹線長万部駅の環境保全の考え方、「北海道新幹線長万部駅舎デ

ザインに関する要望書」等を基に、滞留空間の環境保全については以下の方針を設

定し検討を行うものである。 

 

○新幹線長万部駅舎との調和を図り一体的な意匠を施すことにより、駅周辺の自

然環境の保全に寄与する施設としての整備を行う。 

○滞留空間整備にあたっては、自然環境に配慮した素材の使用検討や利用者への

環境配慮への意識向上のための情報提供等を検討する。 
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2-3-7.空間構成の検討と設定 

（１）滞留空間の空間構成の考え方 

本計画における滞留空間の空間構成は、来訪者や住民の交流活動の場となる滞留

空間をどのように形成し、どのように利用するかを検討する必要がある。 

したがって、滞留空間の空間構成については、①滞留空間の空間構成と②滞留空

間を含む新幹線長万部駅空間としての空間構成が考えられる。 

上記２つの空間構成について、その考え方を下記のように設定する。 

 

表-空間構成の考え方 

空間 空間構成概要 

滞留空間 

・滞留空間の人が集い、賑わいの核となる交流ゾーンを中心として、

その他の各ゾーンが交流ゾーンを介し円滑に連携機能する空間配

置を行う。 

滞留空間を含

む新幹線長万

部駅空間 

・新幹線駅や西口駅前広場及び自由通路で連絡する東口駅前広場の中

心に滞留空間が位置し、新幹線長万部駅に人が集い・賑わう空間と

して機能するための中心的役割を担う空間として配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-滞留空間及び新幹線長万部駅の空間構成図  
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（２）滞留空間の要素 

一般に空間を構成するデザインの大事な要素として、形・素材・光・色の４つが

ある。 

したがって、ここでは、この４要素を基にした滞留空間における空間構成につい

て検討を行う。 

 

表-滞留空間の要素検討一覧 

要素 空   間   構   成 

形 

・新幹線高架下の方形空間を有効利用すると共に、コンコース下の利用など

立体的な空間として整備 

・滞留空間内の各ゾーンのエリアについては、人が安らげる空間として整備 

素材 

・ブナ材など地域の自然素材を活かした空間として整備 

・アイヌ文様などアイヌ文化や地域の産物であるカニ等に関する素材を活用

した空間として整備 

光 
・滞留空間が高架下に位置する位置的制約はあるが、出来るだけ自然光を取

り入れた空間として整備 

色 

・アイヌ文化やブナ及びカニ・温泉など、町の特色を活かした色使いをした空

間として整備 

・外観については、新幹線長万部駅舎との整合を図った色合いとして整備 
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2-3-8.整備水準の検討と設定 

前記事項を踏まえ、滞留空間の整備にあたって、その整備水準を以下のように設

定する。 

 

表-整備水準の設定一覧 

項目 整備水準 

外壁 

・高架下の外壁設置については、高架構造体への影響を軽減するため、

独立下構造物としての外壁構造体を想定し、新幹線長万部駅舎の外壁

との調和に配慮し、工法及び材料を設定する。なお、高架構造体と一

体となった構造体についても検討対象とする。 

・構造物については必要最小限の施設とし、経済性にも配慮する。 

施設 

・可能な限り、現地の自然素材を用い整備を行う。 

・防災機能を有するトイレや備蓄倉庫については、その必要機能を整備

する。 

・空間内施設については、圧迫感を与えない間仕切りの設置など、利用

者に配慮した施設配置とする。 

・導入施設は、多世代による利用が想定されていることから、誰もが安

全に安心して利用が出来る施設を設置する。 

設備 

・日当たりが期待できる部分の照明は、自然エネルギー利用も検討す

る。 

・照明の設置は、イニシャルコストとランニングコストについて経済比

較を行うとともに、指向性が高い光源や昆虫の誘引特性の小さい光源

を使用する。 

・冬季利用に際し、暖房機能については経済性及び地域の特性を生かし

温泉水の利用による暖房施設の検討を行う。 

防犯 

・屋内空間利用を考慮して、不審者や住居不定者等の進入抑制及び空間

の利用者の安全性確保の観点から防犯カメラを設置する。 

・夜間利用エリアがある場合は、平均水平照度概ね３ルクス(公園基準)

を確保する。 

通路 
・通路については、バリアフリー基準を遵守すると共に、歩行や人にや

さしい素材を使用する。 
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2-3-9.維持管理方法の検討設定 

滞留空間の維持管理方法については、他の公共施設同様一般的に下記４つの方法

が考えられる。 

 

① 公共施設として自治体が自ら管理する方法 

② 指定管理者制度を活用し管理する方法 

③ 設計から建設及び管理までを行う PFI 方式により管理する方法 

④ 住民の参画により管理するアドプト制度方式 

 

これら４つの方式について、比較検討を行うと次表のとおり整備から管理一式を

行うＰＦＩ方式の評価が高くなった。 

今回の管理方法の比較は簡易的なものであることから、今後は、施設整備及び管

理方法については、詳細な検討を行っていく必要がある。 

なお、防災ゾーンの防災本部及び備蓄倉庫以外については、自治体による管理が

適切と思われる。 
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表-維持管理方法の比較表 

 直営方式 指定管理者方式 PFI 方式 アダプト制度方式 

維持管理の概要 

従来から実施されてきている市に

よる直営管理方式。 

管理者が直接管理をするためにト

ラブルは少ないが、近年の地方自治

体の厳しい財政状況のなか、人員や

管理費の確保が難しい状況である 

評
価 

公共施設の管理に民間活力を導入

し、管理費の軽減を目指す管理方式。 

近年は山梨県でも県や市の施設を

公募により指定管理者に委託してい

る。 

仕事の内容に応じ管理業務を設

定、1～5 年程度の期間で委託する。 

評
価 

民間の資金と経営能力・技術力（ノ

ウハウ）を活用し、公共施設等の設

計・建設・改修・更新や維持管理・運

営を行う公共事業の手法です。 

あくまで地方公共団体が発注者と

なり、公共事業として行うもの。 

償還期間は、行政との協議次第。 

評
価 

公共施設を養子にみたて、市民が

里親となって施設の美化・清掃を行

なう制度。 

市民と行政が役割分担を決め、パ

ートナーシップのもと、管理運営し

ていく。公共施設は市民のものであ

るという理念から生まれた 

評
価 

交流ゾーン 

メリット ・維持管理の責任が明確である。 

△ 

・専門性を活かしたサービスの実施

が期待できる。 

○ 

・民間による多彩なイベントが買う

際可能である。 

・収益性が高い。 
○ 

・住民主導のイベントの開催が出来

る。 

△ 

デメリット 

・イベント開催等は外部委託に頼ら

ざるを得ない。 

・臨機応変な対応ができない。 

・契約行為以外のイベントの開催が

困難な場合がある。 

・営利目的のイベントとなる可能性

がある。 

・基本無料イベントとなり、収益が上

がらない。 

・事故の場合の責任の所在が不明確 

文化ゾーン 

メリット 
・維持管理の責任が明確である。 

・文化財の管理が容易 
◎ 

・なし 

△ 

・なし 

✕ 

・愛好者などにより、管理かボランテ

ィアで行われる。 
○ 

デメリット ・管理のため人件費がかかる。 
・文化財の管理が出来る専門家がい

ない。 

・文化財の管理が出来る専門家がい

ない。 

・文化財の管理が出来る専門家がい

ない。 

学習・仕事 

ゾーン 

メリット ・維持管理の責任が明確である。 

○ 

・巡回管理などで、防犯効果が確保で

きる。 
◎ 

・巡回管理などで、防犯効果が確保で

きる。 

・有料制にし、収益が図られる。 △ 

・なし 

△ 

デメリット ・管理が手薄となる。 ・なし 
・有料とした場合、利用率が低下す

る。 
・管理が希薄となる。 

プレイゾーン 

メリット ・公共施設で利用料金が安価となる。 

△ 

・契約内容により対応可能 

○ 

・専門専門知識を有するスタッフや

安全管理者の常駐できる。 

◎ 

・なし 

✕ 

デメリット 

・メンテナンスや運営等、外部委託に

頼らざるを得ない。 

・専門の安全管理者の受注が難しい。 

・専門知識を有するスタッフや安全

管理者の常駐が難しい。 

・スタッフの人件費が利用料に不可

さて、利用料が高くなる。 

・指導がボランティア対応となる。 

・安全管理ができない。 

・事故の場合の責任の所在が不明確 

物販ゾーン 

メリット ・維持管理の責任が明確である。 

△ 

・契約内容により対応可能 

○ 

・民間による多彩な展開が可能。 

◎ 

・なし 

✕ 
デメリット 

・知識がなく、外部委託に頼らざるを

得ない。 
・対応が限定的 ・なし ・対応困難。 

防災ゾーン 

防災本部 

備蓄沿い個 

メリット ・維持管理の責任が明確である。 
◎ 

・無し 
✕ 

・なし 
✕ 

・なし 
✕ 

デメリット ・なし ・対応困難 ・対応困難 ・対応困難 

防災ゾーン 

トイレ 

メリット ・維持管理の責任が明確である。 

△ 

・専門性を活かしたサービスの実施

が期待できる。 
○ 

・専門性を活かしたサービスの実施

が期待できる。 
○ 

・地域住民や企業による管理で施設

への愛着が持てる。 
○ 

デメリット 
・経費節減のため、嘱託や外部委託に

頼らざるを得ない。 
・なし ・なし 

・ボランティアのため、維持管理に限

界がある 

総合評価 

・維持管理の責任が明確であるが、防

災本部・備蓄倉庫以外は、地域住民

や利用者の意見に沿った柔軟な施

設の運用が難しい。 

△ 

・民間のノウハウによるきめ細やか

で質の高いサービスが可能であ

る。 

・また、行政の経費節減や経費の効率

化が可能である。 

△ 

・民間のノウハウによるきめ細やか

で質の高いサービスが可能であ

る。 

・また、行政の経費節減や経費の効率

化が可能である。 

○ 

・基本的にボランティアであるため、

管理主体には向かない。 

・町または指定管理者のもと、まちづ

くりのパートナーとして維持管理

に参加する事が期待される。 

✕ 
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2-4.基本計画図の作成

2-4-1.施設配置の検討

（１）滞留広場周辺動線 

滞留空間の２階部分には、長万部駅東口からの自由通路と西口広場を結び新幹線

駅に接続するコンコースが設置されている。 

また、コンコースから西口広場へは昇降施設として、滞留空間西側寄りに階段・

エレベーター・エスカレーターが設置されている。

以上の状況から、新幹線駅・東西入口などの施設を利用する歩行者の動線は、右

図の赤矢印が想定される。 

したがって、基本計画図を検討するにあたって、当該動線に留意する必要があ

る。 

なお、新幹線駅からコンコースへの出入り方法については、現在、駅舎設計にお

いて検討中となっている。 

図-滞留広場周辺動線計画図 

滞留空間 
コ
ン
コ
ー
ス

自由通路 

新
幹
線
駅

西
口
広
場

東口 

階段 

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

ｴｽｶﾚｰﾀｰ
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「学習・仕事ゾーン」

の静粛性確保 

「プレイゾーン」の

一体的エリア確保 

 

（２）課題の整理 

ゾーンの検討において、最適案として抽出した「②「交流ゾーン」との連携を考

慮した案」について、長所及び留意点に挙がっていなかった「文化ゾーン」につい

て、担当部署との調整から、長万部町の貴重な歴史資料に展示を行うことから、空

調管理が比較的容易なコンコース通路下の空間への設置が好ましいとの意見があっ

たことから、②案について、「文化ゾーン」移設に伴う課題を以下に示す 

 

【課題事項】 

■「文化ゾーン」のコンコース通路下移動により、「プレイゾーン」の一体的エリ

ア確保 

■「文化ゾーン」のコンコース通路下移転により、「プレイゾーン」と「学習・仕

事ゾーン」の隣接の可能性を排除し「学習・仕事ゾーン」の静粛性確保 

■各ゾーンへの動線確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-課題図 
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「物販ゾーン」によ

りバッファ形成 

「交流ゾーン」拡大

により動線確保 

「プレイゾーン」に

一体的エリア確保 

 

（３）課題対応ゾーン案の検討 

左記の課題について、「交流ゾーン」・「文化ゾーン」の形状変更及び「物販ゾー

ン」の一部移設を行うことにより対応策の検討を行った結果、下記事項を行うこと

により、課題に対応したゾーン形成を図ることが可能となった。 

 

【対応事項】 

□「物販ゾーン」の一部を「学習・勉強ゾーン」に横に移設し「プレイゾーン」と

のバッファ機能を確保し「学習・仕事ゾーン」の静粛性確保 

□「文化ゾーン」の形状を変更することにより、「プレイゾーン」の一体的エリア

確保 

□「物販ゾーン」の移転あとを「交流ゾーン」とすることで、各ゾーンへの動線確

保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-対応図 
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2-4-2.基本計画図の作成(ゾーンごとの整備イメージ)

(出典：郡山市-HP 抜粋 
(出典：国土交通省-災害に強い官公庁施設づく

りガイドライン資料抜粋) 

(出典：国土交通省九州地方整備局-九州におけ
る官民連携の取組状況について資料抜
粋) 

(出典：室蘭市-（仮称）ふるさと遊びの広場基本
計画報告書抜粋) 

(出典：室蘭市-（仮称）ふるさと遊びの広場基本
計画報告書抜粋) 

(出典：国土交通省-データを活かしたまちづく
り事例資料抜粋) 

(出典：長万部町) 

(出典：長万部町) 

(出典：国土交通省-デジタル化の急速な進展や
ニューノーマルに対応した都市政策の
あり方検討会資料抜粋)

(出典：国土交通省-デジタル化の急速な進展や
ニューノーマルに対応した都市政策の
あり方検討会資料抜粋)

防災本部イメージ 備蓄倉庫イメージ 交流ゾーンイメージ ストリートピアノイメージ

足湯イメージ 

キッチンカーイメージ

物販飲食イメージ 

学習・仕事ゾーンイメージ 物販イメージ プレイゾーンイメージ プレイゾーンイメージ 

文化ゾーンイメージ 

文化ゾーンイメージ 
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図-滞留空間整備イメージ図 
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2-5.概算工事費の算定

2-4-1.駅構造躯体と別途整備の場合

駅の高架構造物への壁の添加が構造上困難な場合、滞留空間の壁を高架部躯体と

は別途構造として、地中梁及び深層地盤改良を施工し整備を行う場合の概算事業費

を下記に示す。 

算定対象面積については、規模算定で算定した 2,000㎡を適用する。 

その結果、滞留空間の概算工事費は、約８億３０００万円となる。 

なお、滞留広場の施設内容が具体化していないため、概算事業費については糸魚

川駅高架下施設を事例物件として算出を行うものとし、施設内の厨房や遊具等の費

用については別途計上とする。 

表-駅躯体別途工事の概算工事費 

平米単価 
(円/㎡) 

金 額 
(千円) 

備  考 

設計費 

実 施 設 計 ― １４,０００ 

計 ― １４,０００ 

施工費 

建 築 工 事 ３３０,０００ ６６０,０００ 厨房・店舗・遊具別途 

機械設備工事 ２０,０００ ４０,０００ 温泉利用暖房別途 

電気設備工事 ５６,０００ １１２,０００ 

計 ８１２､０００ 

総計 ８２６,０００ 

2-4-2.駅構造躯体と一体整備場合

駅の高架構造物に壁の添加を行った場合、上記工事費のうち建築工事において駅

基礎工事等の変更は発生するものの、地中梁等の施工は必要で大幅な変更は生じな

い。 

したがって、駅構造躯体と一体整備の場合も、駅構造躯体と別途整備と同様に、

滞留空間の概算工事費は、約８億３０００万円と想定する。 
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（参考事例）糸魚川ジオステーション ジオパル 

施設概要 

糸魚川ジオステーション“ジオパル”は、糸魚川市

が北陸新幹線糸魚川駅高架下に建設した「糸魚川世界

ジオパーク」の魅力発信基地であり、また、鉄道実車

両、模型、プラレールに親しむこと、楽しむことので

きる交流施設。 

 ジオパーク観光インフ

ォメーションセンター 

市内に広がるジオサイトへのスタート地点として、

ジオパークのさまざまなインフォメーションを提供 

 

キハ 52 待合室 
平成 22 年 3 月 12 日まで、大糸線で活躍していた

「キハ 52」の実車を使った待合室。 

 

ジオラマ鉄道模型ステ

ーション 

えちごトキめき鉄道や JR 大糸線・北陸新幹線の沿

線、糸魚川駅をモデルにした大型鉄道模型ジオラマが

2 セット展示 

 

（出典：糸魚川氏環境協会 HP・糸魚川ジオパーク協議会 HP） 
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第２章 基本計画 

2-6.今後への課題

新幹線長万部駅滞留空間整備基本計画を完投した結果、本計画を実現するために

は、下表の掲げる６つの課題への対応が今後必要であると考えられる。 

表-今後への課題 

No. 課題項目 課題内容 

１ 
構造体構造

検討 

・新幹線の高架構造体と、独立した構造として設計を行うか、

新幹線の高架構造体と一体となって設計を行うか、新幹線

高架構造体設計主体との調整が必要。

・壁等の構造体設計にあたって、地盤支持力調査等実施する

必要がある。

２ 
導入施設 

詳細検討 

・本計画では導入施設について検討を行い、施設抽出を行っ

ているが、滞留空間への実際の施設導入については、規模

や施設内容が当該空間へ導入が適切であるか否かについて

詳細検討な必要である。

・導入施設の中には、営利目的の施設があることから、民間企

業の出店意向の確認など、リーシングを行う必要がある。 

３ 設備検討 

・滞留空間整備箇所は風や冬季の積雪等により暖房設備や換

気及び風対策等は必要であることから、想定される設備関

連の詳細な検討が必要。

・また、カーボンニュートラルの考え方に基づき、再生可能エ

ネルギーの導入等を検討する必要がある。

４ 
住民・利用

者意向確認 

・滞留空間は地元住民や駅利用者が利用し易い施設導入が必

要であることから、施設導入については住民及び駅利用者

の意向確認が必要である。

５ 維持管理 

・滞留空間の維持管理方法については、行政・住民・ボランテ

ィア・民間企業、団体などの参画を想定し、最良の維持管理

方法を検討する必要がある。 

６ 
関連整備と

の整合 

・当該空間整備は、新幹線駅舎整備や東西駅前広場整備等、周

辺整備計画との整合を検討し、一体的な施設として拠点機

能の向上を図り、魅力ある施設整備が望まれる。 
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